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平成２６年１１月２８日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成２６年（ワ）第７７２号 商標権侵害差止請求事件 

口頭弁論終結日 平成２６年１０月１５日 

判         決 

名古屋市中区＜以下略＞ 

   原 告   興 和 株 式 会 社 

   同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士   北 原 潤 一 

同                 江 幡 奈  

同                 梶  並  彰 一 郎 

     同 訴 訟 代 理 人 弁 理 士   高  野  登 志 雄 

大阪府門真市＜以下略＞ 

   被 告   東 和 薬 品 株 式 会 社 

   同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士   新 保 克 芳 

同                 髙 﨑  仁 

主                  文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は，別紙被告標章目録記載１ないし５の各標章を付したＰＴＰシートを

包装とする薬剤を販売してはならない。 

２ 被告は，前項記載の薬剤を廃棄せよ。 

３ 仮執行宣言 

第２ 事案の概要 

１ 前提事実（証拠を掲げていない事実は当事者間に争いがない。） 

(1) 当事者 
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原告及び被告は，いずれも医薬品等の製造・販売等を業とする株式会社で

ある。 

(2) 原告の有する商標権 

原告は，別紙商標権目録記載の商標権（以下「本件商標権」といい，本件

商標権に係る登録商標を「本件商標」という。）を有する。 

(3) 被告の行為等 

   ア 被告は，以下の薬剤を販売している。 

(ｱ) 別紙被告標章目録記載１の標章（以下「被告標章１」という。）を付

したＰＴＰシートを包装とする「ピタバスタチンＣａ・ＯＤ錠１ｍｇ『ト

ーワ』」という薬剤（以下「被告商品１」という。）。 

(ｲ) 別紙被告標章目録記載２の標章（以下「被告標章２」という。）を付

したＰＴＰシートを包装とする「ピタバスタチンＣａ・ＯＤ錠２ｍｇ『ト

ーワ』」という薬剤（以下「被告商品２」という。）。 

(ｳ) 別紙被告標章目録記載３の標章（以下「被告標章３」という。）を付

したＰＴＰシートを包装とする「ピタバスタチンＣａ錠１ｍｇ『トー

ワ』」という薬剤（以下「被告商品３」という。）。 

(ｴ) 別紙被告標章目録記載４の標章（以下「被告標章４」という。）を付

したＰＴＰシートを包装とする「ピタバスタチンＣａ錠２ｍｇ『トー

ワ』」という薬剤（以下「被告商品４」という。）。 

(ｵ) 別紙被告標章目録記載５の標章（以下「被告標章５」といい，被告標

章１ないし５を併せて「被告各標章」という。）を付したＰＴＰシート

を包装とする「ピタバスタチンＣａ錠４ｍｇ『トーワ』」という薬剤（以

下「被告商品５」といい，被告商品１ないし５を併せて「被告各商品」

という。）。 

    イ 被告各商品は，いずれも，原告が「リバロ」という商標を付して販売し

ているピタバスタチンカルシウムを有効成分とするコレステロール低下
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薬（以下「原告商品」という。）の後発医薬品である。 

２ 本件は，原告が，被告各標章を付した被告各商品を販売する被告の行為は原

告の有する本件商標権を侵害するものであると主張して，被告に対し，本件商

標権に基づき，被告各標章を付した被告各商品の販売の差止め及び廃棄を求め

た事案である。 

３ 争点 

(1) 本件商標と被告各標章との類否 

(2) 被告各標章の表示が商標的使用に該当するか 

(3) 被告各標章の表示が普通名称の表示（商標法２６条１項２号）に該当する

か 

(4) 本件商標の商標登録は商標登録無効審判により無効にされるべきものか 

ア 本件商標が「公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある商標」（商

標法４条１項７号）に該当するか 

イ 本件商標が「商品の品質の誤認を生ずるおそれがある商標」（商標法４

条１項１６号）に該当するか 

(5) 本件商標権に基づく請求は権利の濫用に当たるか 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１  争点(1)（本件商標と被告各標章との類否）について 

〔原告の主張〕 

(1) 主位的主張 

本件商標は，標準文字「ＰＩＴＡＶＡ」であり，欧文字「ＰＩＴＡＶＡ」

からなる外観を有し，「ピタバ」との称呼を生じるが，特段の観念は生じな

い。 

被告各標章は，その外観が片仮名で「ピタバ」であり，その称呼も「ピタ

バ」であって，特段の観念が生じない。 

したがって，被告各標章は，本件商標と類似する。 
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(2) 予備的主張 

仮に，被告が使用する標章が，被告が主張するような，上段に「ピタバ」

の文字を配し下段に「スタチンＣａ」の文字を配して成る横二段表記の標章

（以下「被告横二段標章」という。）であるとしても，被告横二段標章は本

件商標権を侵害する。 

すなわち，被告横二段標章においては，「ピタバ」の文字は「スタチンＣ

ａ」の文字と異なる行に記載され，冒頭の位置は，「スタチンＣａ」の文字

が横にずれて記載されている。また，「ピタバ」の文字は，「スタチンＣａ」

の文字に比して著しく大きく，かつ全体的に太く表示され，他とは異なる特

徴的なフォントで記載されている。このような表示態様から，被告横二段標

章に接した取引者・需要者においては，「ピタバ」と「スタチンＣａ」は分

断されて認識されるとともに，「ピタバ」が主たる部分であり，「スタチン

Ｃａ」は従たる部分ないし補足的な部分であるという明確な印象を抱くから，

被告横二段標章においては，「ピタバ」の文字部分が他の文字よりも著しく

強調され，極めて高い識別力を有するということができる。 

そうすると，被告横二段標章からは「ピタバ」との称呼が生じる。そして，

医薬品の取引者・需要者，とりわけ患者においては，「ピタバスタチンＣａ」

が化学物質の一般名称であるとの認識は生じず，被告横二段標章に接した取

引者・需要者は，単に被告商品の名称（商標）であると認識するにすぎない

から，被告横二段標章からは特段の観念を生じない。 

他方，本件商標からは，「ピタバ」との称呼が生じるから，本件商標と被

告横二段標章は「ピタバ」との称呼が生じる点で同一であり，特段の観念を

生じない点で共通する。 

したがって，被告横二段標章は，本件商標と類似する。 

 〔被告の主張〕 

   本件商標は，外観が欧文字「ＰＩＴＡＶＡ」であり，「ピタヴァ」との称呼
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を生じるが，被告各標章は，外観が片仮名「ピタバ」であり，「ピタバ」との

称呼を生じる。また，本件商標から特段の観念が生じないとしても，被告各標

章については，医薬品である被告各商品に付された「ピタバ」という記載から，

医薬有効成分である「ピタバスタチン（カルシウム）」という観念が生じる。 

したがって，本件商標と被告各標章は類似しない。 

また，被告横二段標章についても，医薬品である被告各商品に付された「ピ

タバ」という記載から，医薬有効成分である「ピタバスタチン（カルシウム）」

という観念が生じるから，本件商標と被告横二段標章は類似しない。 

 ２ 争点(2)（被告各標章の表示が商標的使用に該当するか）について 

 〔原告の主張〕 

  (1) 被告各商品のような医療用医薬品については，患者は当該医薬品を服用し，

又はその投与を受けるために，自らの意思と支出において当該医薬品を購入

するから，被告各商品の取引者・需要者には，医師・薬剤師等の医療関係者

のみならず，患者も含まれなければならない。 

(2) 前記１〔原告の主張〕(2)のとおり，被告各商品のＰＴＰシートにおいて

は，「ピタバ」の文字と「スタチンＣａ」の文字は異なる段に記載され，冒

頭の位置もずれている。また，「ピタバ」の文字が「スタチンＣａ」の文字

に比して著しく大きいうえ，「ピタバ」の文字のフォントは全体的に太く，

かつ文字の払いの部分は筆書きした時のように細くなっており，通常用いら

れるフォントにはない特徴があるから，「スタチンＣａ」のフォントとは全

く異なる。しかも，被告各商品のＰＴＰシートの表面においては，「スタチ

ンＣａ」の文字の大半がプラスチックシート及び錠剤自体により隠れており，

全体を視認することすらできない。 

被告各商品のＰＴＰシートの耳部分は，ＰＴＰシート全体の上端のごく一

部であり，ＰＴＰシートの大半は本体部分が占めている。また，耳部分の表

面の「ピタバスタチンＣａ」の文字は，本体部分の「ピタバ」の文字と同程



- 6 - 

度の大きさにすぎず，裏面の「Pitavastatin Calcium」の文字は小さく，字

体も細く，目立たない態様で記載されている。これに対して，ＰＴＰシート

の本体部分の表面及び裏面には，被告各標章である「ピタバ」の文字が各錠

剤につき一つずつ記載されており，被告各商品の１０錠入りのＰＴＰシート

の場合は表裏合計で２０か所，被告商品１ないし４について販売されている

１４錠入りのＰＴＰシートの場合は表裏合計で２８か所も繰り返し記載さ

れている。 

このような被告各商品のＰＴＰシートにおける「ピタバ」の文字の表示態

様からすると，患者を含む取引者・需要者は「ピタバ」の文字部分（被告各

標章）を独立して一つの標章と認識するのであって，被告各標章は自他商品

識別機能及び出所表示機能を果たしているといえる。 

(3) また，被告自身が，取引者・需要者において，被告各標章が独立した一つ

の標章と認識されることを認めていることは明らかである。 

すなわち，被告の出願にかかる標章の登録状況と被告各標章の使用状況を

みると，被告は，医薬品一般的名称（「ＪＡＮ」:Japanese Accepted Names 

for Pharmaceuticals。以下「一般的名称」という。)と冒頭の数文字が共通

する文字からなる標章を多数出願して，その登録を受けており，そのうち「フ

ェキソ」，「オロパタ」，「ビソプロ」，「カルベジ」，「パロキセ」の各

標章を，それぞれ「フェキソフェナジン塩酸塩」，「オロパタジン塩酸塩」，

「ビソプロロールフマル酸塩」，「カルベジロール」，「パロキセチン塩酸

塩水和物」を含有する被告の商品のＰＴＰシートの表面ないし裏面に表示し

ている。かかる表示態様は，「ピタバスタチンカルシウム」を含有する被告

各商品のＰＴＰシートの表面及び裏面において，「ピタバ」の文字からなる

被告各標章を表示する態様と全く同様であり，それらの各標章が取引者・需

要者において独立した一つの標章と認識されるからこそ，被告は，これらの

商標登録出願をし，登録を受けているのである。 
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したがって，被告は，同様の態様で表示される「ピタバ」の文字からなる

被告各標章についても，取引者・需要者において独立した一つの標章と認識

されると考えていることは明らかである。 

(4) 自他商品識別機能及び出所表示機能を有する標章か否かは取引者・需要者

の視点に立って判断されるものであるところ，被告の主張は，「ピタバスタ

チンＣａ」あるいはその２行表記である被告横二段標章を使用する際の被告

の主観的な認識を述べたものにすぎず，「ピタバスタチンＣａ」あるいは被

告横二段標章が自他商品識別機能及び出所表示機能を有するものと取引者

・需要者が認識するか否かとは無関係であるから，被告の主張は失当という

ほかない。 

〔被告の主張〕 

(1) 被告各商品の有効成分は，一般的名称として「ピタバスタチンカルシウム」

（洋名 Pitavastatin Calcium）と定められている。この一般的名称は，有効

成分の明確な区別や，患者への安全な処方及び調剤，医療従事者・科学者間

の円滑な情報交換といった公益目的によって規定されるものであり，独占的

な使用は許されない。 

(2) また，被告は，いわゆる後発医薬品として，有効成分ピタバスタチンカル

シウムを含有する被告各商品を販売しているところ，後発医薬品については，

先発医薬品とは異なり，厚生労働省から「医療用後発医薬品の承認申請にあ

たっての販売名の命名に関する留意事項について」（乙４）で指摘されてい

るように，誤飲等による医療事故を防止するために，原則として含有する有

効成分に係る一般的名称を付すこととされている。さらに，日本ジェネリッ

ク製薬協会も，名称類似による取り違えを回避するために，後発医薬品の一

般的名称への変更を要請する書簡を各製薬会社に送付している。 

(3) そこで，被告は，被告各商品について一般的名称である「ピタバスタチン

Ｃａ」と表記することとしており，外箱，内装袋及び添付文書には，「ピタ



- 8 - 

バスタチンＣａ」と表記している。 

(4) そして，ＰＴＰシートには，その上部（耳部分）において，表面に，「ピ

タバスタチンＣａ」と一連かつ等大の文字で表記し，裏面に，「Pitavastatin 

Calcium」と一連かつ等大の文字，同じ書体で，まとまりよく表記しており，

さらに，表面には，被告の医薬品であることを示す「トーワ」の文字を表示

し，裏面には，被告の社名及びロゴを表示している。 

また，ＰＴＰシートのうち上記耳部分以外には，個別の錠剤収容部分ごと

に，上段に「ピタバ」の文字を配し下段に「スタチンＣａ」の文字を配して

成る被告横二段標章を付しており，同標章に接した取引者・需要者は，「ピ

タバ」と「スタチンＣａ」を一体のものとして「ピタバスタチンＣａ」が記

載されていると認識する。錠剤ごとにも一般的名称が表記されるのは，薬剤

師による医薬品の誤調剤や患者の誤用を防ぐために行われるものであるが，

医薬品の一般的名称は比較的長いものが多いことから，一般的名称の全てを

記載するための工夫として，主要部分を大きく記載して視認性を高めること

が行われており，被告は，被告各商品に限らず，最近の商品で同様の工夫を

している。 

(5) 以上のとおり，被告は被告各商品の有効成分の内容を示すものとして，そ

の一般名である「ピタバスタチンＣａ」を被告各商品のＰＴＰシートに表記

しているにすぎず，自他商品識別機能及び出所表示機能を有する標章として

「ピタバスタチンＣａ」を用いていない。それは，誤調剤・誤服用の防止と

いう見地から，１枚のＰＴＰシート中の個別の錠剤収容部分ごとに上記のと

おり２段に表記した場合も全く同様である。 

 被告各商品において自他商品識別機能及び出所表示機能を果たしている

のは，ＰＴＰシートの錠剤収容部分の表面に印刷された「ＯＤ１ｍｇ『トー

ワ』」等の「トーワ」，耳部分の裏面に印刷された「ＴＯＷＡ」ないし「東

和薬品」という被告の会社名である。 
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 原告は，原告商品のＰＴＰシートに「リバロ」，「ＬＩＶＡＬＯ」の標章

しか使用しておらず，「ピタバ」は使用していないが，それは，有効成分を

意味する「ピタバ」では同じ有効成分を有する医薬として，原告商品として

の識別力が生じ得ないためである。 

(6) 原告は，「ピタバ」が自他商品識別機能及び出所表示機能を有するか否か

は，患者の視点も考慮して判断すべきであると主張する。 

しかし，原告商品のＰＴＰシートには「リバロ」，「ＬＩＶＡＬＯ」とい

う標章しか使用されていない。患者は「リバロ」という商品名で長期にわた

り原告商品を認識しており，後発医薬品を手にするまで「ピタバスタチンＣ

ａ」を見ることはなかった。薬局などで後発品を使用するかと問われてそれ

に承諾すると，はじめて患者に後発品が処方され，手にしたＰＴＰ包装には，

「ピタバスタチンＣａ」と記載されており，「ピタバ」が「ピタバスタチン

Ｃａ」の冒頭の３文字であることは患者にも明らかであるから，「ピタバ」

のみを標章として認識することはない。 

なお，患者は，原告商品「リバロ」の後発医薬品であるとして処方を受け，

薬局で受け取った後にはじめて被告各商品のＰＴＰシートを見るにすぎず，

およそ需要者・取引者ではなく，名称等で薬剤を選択しているわけでもない。 

(7) したがって，被告各標章の表示は商標の「使用」には該当しない。 

    また，以上の理は被告横二段標章にも通じることであるから，被告横二段

標章の表示も商標の「使用」には該当しない。 

よって，被告各標章ないし被告横二段標章の表示は商標権者の登録商標を

使用する権利（商標法２５条）の侵害行為又は侵害とみなされる行為（同法

３６条１項，３７条）には該当しない。 

３ 争点(3)（被告各標章の表示が普通名称の表示（商標法２６条１項２号）に

該当するか）について 

 〔被告の主張〕 
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「ピタバスタチンカルシウム」は，いわゆる「スタチン系」と呼ばれる HMG

-CoA 還元酵素阻害薬に属する。スタチン系薬剤はこれまでに，同剤も含めて「ア

トルバスタチン」「プラバスタチン」など８種が上市されており，「スタチン」

の部分には個々の薬剤を識別する機能がなく，医師などでは「スタチン」を省

略した「ピタバ」「アトルバ」等と称呼されており，「Vascular Street」（乙

６）のように学会発表の内容をほぼそのまま再現している報告においても，特

に定義付けすることなく，「ピタバ」，「Pitava」と略称されている。国立医

薬品食品衛生研究所安全情報部が発行している「医薬品安全情報」（乙７）に

おいても，スタチン系医薬品の対比にあたって，「Pitava」と略称されている。

さらに，国立医薬品食品衛生研究所の日本医薬品一般名称データベース（http

://jpdb.nihs.go.jp/jan/）や，独立行政法人医薬品医療機器総合機構におけ

る医療用医薬品の添付文書情報（http://www.info.pmda.go.jp/psearch/html/

menu_tenpu_base.html）による検索結果でも，「ピタバ」はまさに「ピタバス

タチンカルシウム」を示すものである。 

したがって，仮に「ピタバ」が被告各商品の標章として使用されているとし

ても，それは「ピタバスタチンカルシウム」という普通名称ないし原材料とし

ての「ピタバスタチンカルシウム」を一般的に示す名称として使用するもので

ある。 

そして，被告各商品において，ＰＴＰシートの錠剤収容部分に「ピタバ」の

文字が大きく記載されているのは，ＰＴＰシート全体のなかで，一般名称をわ

かりやすく，普通に用いられる方法で表示するものにほかならない。 

よって，被告各標章には，商標法２６条１項２号により，本件商標権の効力

は及ばない。 

 〔原告の主張〕 

被告の主張は，「ピタバ」が「ピタバスタチンカルシウム」を表す普通名称

であることを根拠付けるものではない。すなわち，「Vascular Street」（乙
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６）をみると，冒頭の「はじめに」や，図１，図３において「ピタバスタチン」

と記載されている上，当該発表者が当該発表の場において「ピタバスタチン」

を「ピタバ」と略して称したにすぎない。「医薬品安全情報」（乙７）をみて

も，スペースに制限のある表において「Pitava」と表示されているにすぎず，

しかも当該表のすぐ下には，「Pitava」が「Pitavastatin」であることが付記

されている。 

また，被告は，国立医薬品食品衛生研究所の日本医薬品一般名称データベー

スや，独立行政法人医薬品医療機器総合機構における医療用医薬品の添付文書

情報による検索結果を主張するが，それは単に，「ピタバスタチンカルシウム」

が一般的名称であることと，当該データベースで「ピタバ」の文字を含む一般

的名称が「ピタバスタチンカルシウム」であることを示しているにすぎない。

むしろ，インターネット検索サイトにおいて「ピタバ」を検索すると，検索結

果として表示されるのは，本件を含む本件商標権の侵害訴訟や原告に提訴され

た相手方が販売する「ピタバ」を含む販売名の商品に関する記事を除いて，ほ

とんどが「ピタバスタチンカルシウム」とは関係のない記事であるから，その

ことから「ピタバ」が「ピタバスタチンカルシウム」を表す普通名称として広

く一般に認識されていないことが明らかである。 

さらに，「ピタバ」が取引者・需要者においてピタバスタチンＣａの略称で

あると一般に認識されているのであれば錠剤に「ピタバ」と表示すればよいと

ころ，被告は，被告商品１及び２の錠剤に，医薬品の販売名（商品名）として，

「ピタバス」と表示している。 

加えて，ＰＴＰシートの記載事項については，厚生労働省の通知（医薬発第

９３５号平成１２年９月１９日。甲１８）により，ＰＴＰシートの本体部には

原則として，裏面に和文販売名を表示することとされているが，有効成分の表

示は求められていない。被告各商品についても，ＰＴＰシートに表示されてい

る「ピタバ」（ないし被告横二段標章）は，その商品名の一部を記載したもの



- 12 - 

である。そして，販売名が医薬品の商品名として，自他商品識別機能や出所表

示機能を有することは明らかである。 

また，被告各商品のＰＴＰシートにおける被告各標章の表示態様に照らして，

被告各標章が「普通に用いられる方法で表示」されているとはいえない。 

したがって，被告各標章について商標法２６条１項２号が適用される余地は

ない。 

 ４ 争点(4)ア（本件商標が「公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある商標」

（商標法４条１項７号）に該当するか）について 

〔被告の主張〕 

商標法４条１項７号の「公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある」と

は，商標の構成自体が公序良俗に反する場合だけでなく，社会公共の利益に反

する商標についてもこれに該当する。医薬品は，直接人の生命に関わるもので

あるから，その名称が類似するが故に起こる誤った薬の処方や投与といった，

医薬品を巡る医療事故を防ぐ見地から，特に一般的名称が定められているもの

であって，その独占は許されないものである。 

そして，一般的名称そのものはもちろんのこと，それと類似するものであっ

て，一般的名称の使用を制限することとなるような商標も，公序良俗に反する。 

「ピタバスタチン」はスタチン系の化合物であり，末尾のスタチンには識別

力がほとんどなく，接頭部分の「ピタバ」の部分の識別力が強いので，「ピタ

バ」と「ピタバスタチン」は要部である「ピタバ」の部分が一致しており，「Ｐ

ＩＴＡＶＡ」から「ピタバ」を想起するとする原告主張によれば，本件商標は，

「ピタバスタチン」とも類似し，商標とすることは社会公共の利益に反する。 

また，以上のことは，「ピタバスタチン」が国際一般名（ＩＮＮ）に登録さ

れていて，国際一般名（ＩＮＮ）に係る語の商標登録を認めることは国際信義

に反する。 

したがって，本件商標は，「公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある
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商標」（商標法４条１項７号）に該当するから，商標登録無効審判により無効

にされるべきものというべきである。 

〔原告の主張〕 

この点に関する被告の主張は，一般的名称と類似する商標は公序良俗に反す

るというものであるが，ある商標が公序良俗に反するかどうかは，当該商標自

体により判断すべきであり，当該商標と類似する他の商標が公序良俗に反する

かどうかで判断するのは正しくない。 

したがって，被告の主張は前提を誤るものであり，本件商標は，「公の秩序

又は善良の風俗を害するおそれがある商標」（商標法４条１項７号）に該当し

ない。 

 ５ 争点(4)イ（本件商標が「商品の品質の誤認を生ずるおそれがある商標」（商

標法４条１項１６号）に該当するか）について 

 〔被告の主張〕 

本件商標を，有効成分をピタバスタチンカルシウム以外とする薬剤やそれ以

外の商品に使用すれば，需要者は薬剤の一般的名称であるピタバスタチンカル

シウムを想起して，品質の誤認を生ずるおそれがあるから，商標法４条１項１

６号に該当する。 

〔原告の主張〕 

取引者・需要者が，本件商標から有効成分がピタバスタチンカルシウムの薬

剤であると想起することはないから，被告の主張は失当である。 

６ 争点(5)（本件商標権に基づく請求は権利の濫用に当たるか）について 

 〔被告の主張〕 

(1) 薬剤の安全管理や誤飲防止といった見地から，識別性を高める工夫として

名称の表記の一部を強調することや略称を用いることは合理的であり，実際

に「ピタバスタチンカルシウム」は「ピタバ」と略称されている。また，後

発医薬品は一般的名称を表記することが求められている。そのため，被告が
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後発品である被告各商品について，「ピタバスタチンカルシウム」であるこ

とを表示し，さらに個別錠剤においてスペースの狭いことに鑑みて「ピタバ」

を大きな文字で記載して識別性を高めており，これは，医薬品を販売するも

のとして正当なものというべきである。 

さらに，医薬品の一般的名称は，商標登録が許されず，その結果何人も排

他的独占権を行使し得ないものであり，それと類似する本件商標も，「自己

の業務に係る商品に使用」するものとして登録されて排他独占的な権利行使

がされることは本来許されてはならないものである。 

しかも，原告は指定商品について，本件商標を登録後も５年以上にわたり，

使用しておらず，被告の行為によって何らの損害も生じていない。それにも

かかわらず原告が本件訴訟を提起したのは，それを積極的に公表して，ピタ

バスタチンであることを表記している後発医薬品の参入を妨害しようとす

るものにほかならない。 

そうすると，本件訴訟は不当訴訟のそしりを免れず，原告の本件請求は権

利の濫用というべきである。 

  (2) さらに，本件商標については，次の無効事由があるから，除斥期間の経過

後であっても，本件商標権に基づく権利行使は権利の濫用というべきである。 

ア 商標法３条１項柱書違反 

「ピタバスタチンカルシウム」（Pitavastatin Calcium）は，一般的名

称として登録された，自他商品識別の機能を有しない普通名称である。塩

の種類を示す｢カルシウム（calcium）｣は，有効成分の本体ではないため

識別性がなく，また，｢スタチン｣は，スタチン系化合物の語尾であって識

別力が弱いため，取引者・需要者は，「ピタバ」，「ＰＩＴＡＶＡ」から

「ピタバスタチンカルシウム（Pitavastatin Calcium）」を想起する。 

医薬品の一般的名称については，商標登録が許されず，これと類似する

本件商標も，「自己の業務に係る商品に使用」することは許されないもの
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である。現に，原告は，本件商標を使用しないで商品名「リバロ」を平成

１５年から今日に至るまで使用している。 

したがって，本件商標登録は，商標法３条１項柱書違反の無効理由を有

する。 

イ 商標法３条１項６号違反 

本件商標と「ピタバ」が類似するとする原告の主張に従えば，本件商標

は医薬品の一般的名称である「ピタバスタチンカルシウム」を想起する。

その元となった一般的名称が想起できる略称は，一般的名称そのものと同

様に，需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識できない商標で

あり，商標法３条１項６号に該当する。 

(3) また，原告は，本件商標が登録された平成１８年４月７日以後，本件商標

を使用していないから，本件商標は取り消されるべきものであり，本件商標

に基づく権利行使は権利の濫用というべきである。 

〔原告の主張〕 

被告は，原告の本件請求は権利の濫用である旨主張するが，失当である。 

被告が主張するように安全管理や誤飲防止といった目的を達成するに，一部

の文字を強調することが必要になるとはいえず，現に後発医薬品を販売する各

社の大多数は，「ピタバスタチンＣａ」等と一連表記している。しかるに，被

告はあえて「ピタバ」の文字のみが一つの商標と認識されるような態様で強調

表示しており，これによって原告の商標権を侵害しているのであるから，被告

の行為は，決して正当な行為とはいえない。 

また，被告は，本件商標が医薬品の一般的名称と類似すると主張するが，本

件商標は医薬品の一般的名称ではないし，本件商標が当該一般的名称と類似す

るという根拠が明らかにされていない。仮に，本件商標が当該一般的名称と類

似するとしても，本件商標につき登録や権利行使が許されないとする根拠も明

らかにされていない。 
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さらに，被告は，原告が指定商品について，本件商標を商標登録後も５年以

上にわたって使用していないと主張するが，商標登録が不使用による取消審判

により取り消されるべきものと認められるときの抗弁は，商標法に規定されて

おらず，侵害訴訟において登録商標の不使用を抗弁として主張することはでき

ないと解される。その点を措くとしても，原告は，本件商標について，キョー

リンリメディオ株式会社に対して本件商標使用許諾契約に基づき，通常使用権

を設定して，本件商標と社会通念上同一の商標について同社による使用実績が

あるから，被告の主張は前提を欠く。 

以上によれば，本件訴訟は，原告の商標権者としての正当な権利行使であり，

何ら権利濫用に当たらない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 本件事案に鑑み，まず争点(2)（被告各標章の使用が商標的使用に該当する

か）について判断する。 

  (1) 前記第２，１の前提事実並びに証拠（甲６，８，１１ないし１３，乙１，

４ないし１９，２１の１ないし３，２４）及び弁論の全趣旨によれば，次の

事実が認められる。 

   ア 被告各商品は，ピタバスタチンカルシウムを有効成分とする，医療用後

発医薬品である。 

ピタバスタチンカルシウムは，「スタチン系」と称される HMG-CoA 還元

酵素阻害薬に属する薬物である。スタチン系では，ほかにアトルバスタチ

ンやシンバスタチン，プラバスタチン等８種を有効成分とする医薬品が市

場に存在する。 

イ 被告各商品のＰＴＰシートの表示はそれぞれ，別紙被告商品目録記載の

とおりである。 

被告各商品のＰＴＰシートには，個別の錠剤収容部分ごとに表面と裏面

の両面において，上段に「ピタバ」の文字を配し下段に「スタチンＣａ」



- 17 - 

の文字を配し，上段の「ピタバ」の文字は，その冒頭の位置が，下段の「ス

タチンＣａ」の文字より左側に約１文字分横にずれて記載されており，下

段の「スタチンＣａ」の文字に比して約４倍の大きさで，かつ全体的に太

く表示されている（被告横二段標章）。 

被告各標章は，その上段部分である。なお，下段部分のうち「スタチン」

の文字部分は，その一部（「スタ」ないし「スタチ」の文字部分）が収容

された錠剤と重なりはするが，全体において重ならないように右寄りに配

置されている（加えて，含量の表示である「２ｍｇ」等の表示は，錠剤と

重ならないように下部左寄りに配置されている。）。 

     また，被告各商品のＰＴＰシートには，いずれもシートの上部に耳部分

があり，その部分の表面には，「ピタバスタチンＣａ」と一連かつ等大で，

かつ「ピタバスタチン」の文字部分が被告各標章と同じ字体で表記されて

おり，その裏面には，「Pitavastatin Calcium」と一連かつ等大で，かつ

全体が同じ字体で表記されている。さらに，上記耳部分の表面には「トー

ワ」と，裏面には被告の社名である「東和薬品」の文字とロゴマークが表

示されている。〔乙５〕 

ウ 被告各商品の販売名は，前記第２，１(3)アのとおりである。 

エ 被告は，被告各商品のほかに，他のスタチン系の薬物であるアトルバス

タチンやシンバスタチン，プラバスタチンナトリウムを有効成分とする医

薬品も販売しており，それらのＰＴＰシートも，被告各商品のＰＴＰシー

トと同様の表示がされている。〔乙５〕 

オ ピタバスタチンカルシウムを有効成分とする医療用後発医薬品について

は，その販売名に，一般的名称である「ピタバスタチンカルシウム」ない

し「ピタバスタチンＣａ」及び剤型，含量，会社名（屋号等）を付さなけ

ればならないとされている。その趣旨は，医薬品の販売名等が類似するこ

とで，医薬品の取り違えをして調剤間違いや誤飲といった医療事故が起こ
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るのを防止することにあるとされている。 

   ＰＴＰシートの個別の錠剤収容部分ごとに薬品名を表示することは，製

薬業界において近年広く採用されており，患者が１錠単位でＰＴＰシート

を切り離したとしても，薬剤の名称が容易に確認でき，薬剤師の調剤間違

いや患者の誤飲を防止するのに有効であると医療関係者から評価されて

いる。〔甲８，乙１，４，９，１０，２４〕 

カ 被告各商品は，コレステロール低下薬である。慢性疾患に対する医薬品

は，患者が毎日，長期間にわたって定常的に服用する必要があることから，

患者には，通常，一度に１か月分以上の薬剤が処方される。 

キ 被告各商品は，処方せん医薬品に指定されている。処方せん医薬品は，

病院，診療所，薬局等への販売（授与を含む。）する場合を除き，薬事法

４９条１項に基づき，医師等からの処方せんの交付を受けた者以外の者に

対して，正当な理由なく，販売を行ってはならないとされている。 

   薬剤師は，薬剤師法２３条１項，２５条の２に基づき，販売又は授与の

目的で調剤するとき，処方せんの記載どおりに薬剤を調剤しなければなら

ない。また，薬剤師は，患者に対して，当該薬品に関して必要な情報を提

供し，必要な薬学的知見に基づく指導を行わなければならないとされてお

り，患者に「薬剤情報提供文書」を交付することとされており，患者は，

「薬剤情報提供文書」によって調剤された薬剤の名称を確認することにな

る。 

   なお，薬剤師は，患者の選択に基づき，処方せんに記載されている先発

医薬品に代えて後発医薬品を調剤することができる場合がある。その場合

には，薬剤師は，患者に対して，後発医薬品を選択した基準，例えば，当

該後発医薬品の品質に関する情報開示の状況，薬価，製造販売業者の製造，

供給や情報提供等に関する体制等といった事項について説明することと

されている。また，患者が医師に薬の変更や新しい薬の処方を依頼するこ
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とがあるが，その理由の多くは十分な効果がない，あるいは副作用があっ

たというものである。〔甲１１ないし１３，乙５〕 

ク 日本循環器学会での発表（乙６）において，ピタバスタチン，アトルバ

スタチン，ロスバスタチンといったスタチン系医薬品についてそれぞれ，

「ピタバ」，「アトルバ」，「ロスバ」と，「スタチン」を省略した略称

が使用された。その際，それらの略称について定義付けがされたことはな

く，同発表の記事にそれらの略称について注記が付されたこともない。同

発表は，九州の５１施設の医師が参加した研究結果の発表であり，世界で

初めて上記３種類の薬剤を同時に比較する試みであったことが高く評価さ

れ，また，日本循環器学会の目玉として，優れた，わずかな臨床研究のみ

が選抜されて発表を許される「レートブレーキングクリニカルトライアル」

での発表であり，多くのメディアや医師が注目したものであった。〔乙６〕 

 ケ また，国立医薬品食品衛生研究所安全情報部が発行している「医薬品安

全性情報」においても，スタチン系医薬品の対比に当たってピタバスタチ

ンが「Pitava」と略記されている。〔乙７〕 

 コ ほかに，次のとおり医薬に関して国内の大学に所属する日本人研究者等

が執筆した論文等において，ピタバスタチンを「ピタバ」ないし「pitava」

等と略記するなど，スタチン系の薬剤に略記として「statin」を省略する

方法が使用されている。 

(ｱ) 「２型糖尿病患者におけるピタバスタチンの血清脂質と糖代謝に及ぼ

す影響」（臨床医薬２２巻７号。乙１１） 

  「ピタバスタチン 2mg/日」を服用する患者群について「ピタバ群」と

略記されている。 

(ｲ) 「急性心筋梗塞症治療用ナノ粒子製剤の実用化のための橋渡し研究」

（臨床評価４１巻１号。乙１２） 

  冒頭で「ピタバスタチン封入 PLGA ナノ粒子」を「ピタバＮＰ」と称
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すると定義付けし，以後は「ピタバＮＰ」が用いられている。 

(ｳ) 「Induction of Endothelial Nitric Oxide Synthase,Nitric Oxide 

Synthase,SIRTI,and Catalase by Statin Inhibits Endothelial Sene

scence Through the Akt Pathway」（乙１３） 

図１ないし図３において，ピタバスタチン，アトルバスタチン及びプ

ラバスタチンについてそれぞれ，「Pitava」，「Atorva」，「Prava」

と略記されている。 

( ｴ ) 「 MCP-1-induced enhancementof THP-1 adhension to vascular 

endothelium was modulated by HMG-CoA reductase inhibitor through 

RhoA GTPpase-,but not ERK1/2-dependent pathway」（乙１４） 

  本文中に「pitavastatin(Pitava)」と略称が併記されているほか，図

において「Pitava」と略記されている。 

(ｵ) 「Effects of Pitavastatin on Pressure Overload-Induced Heart 

Failure in Mice」（乙１５） 

  図１ないし図６において，ピタバスタチンについて「Pitava」と略記

されている。 

(ｶ) 「高脂血症・動脈硬化臨床研究の動向」（乙１８） 

   表１において，シンバスタチンとプラバスタチンについてそれぞれ，

「Simva」，「Prava」と略記されている。 

( ｷ ) 「 3-Hydroxy-3-Methy1glutary1-CoA Reductase Inhibitors and 

Phosphodiesterase Type V Inhibitors Attenuate Right Ventricular 

Pressure and Remodeling in a Rat Model of Pulmonary Hypertension」

（乙１９） 

図１及び図２並びに表１及び表２において，アトルバスタチン，シン

バスタチン及びプラバスタチンについてそれぞれ，「Atorva」，「Simva」，

「Prava」と略記されている。 
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サ 調剤薬局においても，スタチン系の薬剤を互いに区別するために，「スタチン」

を省略して称する方法が使用されており，アトルバスタチンについて「アトル

バ」との略称が，シンバスタチンについて「シンバ」との略称が，プラバスタ

チンについて「プラバ」との略称が，フルバスタチンについて「フルバ」との

略称が，ロスバスタチンについて「ロスバ」との略称がそれぞれ使用されてい

る。〔乙１６〕 

シ 特許公開公報等において，公開特許公報（特開２００６－３２５５８２。乙１

７）でアトルバスタチンについて「Atorva」との略記がされている（図１１な

いし図１３及び図１７）ように，スタチン系の薬剤について略記として「statin」

を省略する方法が使用されることがある。 

(2) 検討 

  上記(1)の認定事実によれば，被告各商品の有効成分である「ピタバスタ

チンカルシウム」という表記が医薬品の一般的名称として定められたもので

あり，これを有効成分とする医療用後発医薬品については，その販売名に，

一般的名称及び剤型，含量，会社名（屋号等）を付さなければならないと定

められていること，その理由は，薬剤師が調剤する際に処方された薬剤と類

似する販売名の他の有効成分を含む薬剤とを混同して調剤を間違えたり，患

者が誤飲したりといった，医薬品の販売名等が類似するがゆえに起きる医療

事故を防止するためであること，被告は，その定めに従って被告各商品につ

いて販売名を定めていること，医療業界においては，販売名等をＰＴＰシー

トの個別の錠剤収容部分ごとに薬品名を表示することが，特に製薬業界にお

いて近年広く採用されており，その方法は，薬剤の名称が容易に確認でき，

薬剤師の調剤間違いや患者の誤飲を防止するのに有効であると医療関係者

から評価されていること，「ピタバスタチン」（Pitavastatin）の名称のう

ち，「スタチン」及び「statin」の部分は，コレステロール低下薬の一分類

である HMG-CoA 還元酵素阻害薬を意味する用語であって，これに属する薬剤
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としては，本件で問題となっているピタバスタチンの他，アトルバスタチン，

ロスバスタチンなどがあり，これらは「スタチン系」と称されていること，

これらスタチン系の薬剤においては，薬剤を特定して表記する際に，「スタ

チン」及び「statin」の部分を省略して表記されることがあること，「ピタ

バ」という表記も，スタチン系の薬剤の一般的名称から「スタチン」を省略

して称する方法によって，「ピタバスタチン」から「スタチン」を省略して

称するものであり，実際，「ピタバ」の略称が重要な学会の発表の場で，特

に定義付けや注記もなく使用されているほか，調剤薬局でもスタチン系の薬

剤を区別するために，上記の方法によって略称されていること，医薬に関し

て国内の大学に所属する日本人研究者等が執筆した論文等でもピタバスタ

チンカルシウムを含むスタチン系の薬剤について「Pitava」等の略記が使用

されており，ピタバスタチンカルシウムに関する特許公開公報でもかかる略

記が使用されていること，被告各商品のＰＴＰシートには，いずれもシート

上部の耳部分の表面に「ピタバスタチンＣａ」と一連かつ等大でかつ「ピタ

バスタチン」の文字部分が被告各標章と同じ字体で表記されており，その裏

面には「Pitavastatin Calcium」と一連かつ等大でかつ全体が同じ字体で表

記されている他，上記耳部分の表面には「トーワ」と，裏面には被告の社名

である「東和薬品」の文字とロゴマークが表示されているばかりか，被告各

標章は，被告横二段標章の一部の表記にすぎず，その下段には「スタチンＣ

ａ」の文字が記載されていること，以上が認められる。 

  そうすると，被告各商品のＰＴＰシートに付された「ピタバ」という被告

各標章は，医薬品の販売名等の類似性に起因する調剤間違いや患者の誤飲等

の医療事故を防止する目的で被告各商品の有効成分がピタバスタチンカル

シウムであることの注意を喚起するためにその略称をＰＴＰシートに表記

されたものであると認められ，被告各商品のような医療用医薬品の主たる取

引者，需用者である医師や薬剤師等の医療関係者及び患者が被告各商品のＰ
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ＴＰシートに接したときにも，その耳部分に表示された「トーワ」ないし被

告の社名である「東和薬品」の文字やロゴマークと相まって，そのような表

記として認識されると認めるのが相当である。 

    したがって，被告各商品のＰＴＰシートに付された被告各標章は，商標と

しての自他商品識別機能若しくは出所表示機能を果たす態様で使用されて

いるということはできず，本件商標の「使用」に該当すると認めることはで

きない。 

    このことは，被告横二段標章を一体として被告の標章とみた場合も同様で

ある。 

(3) 原告の主張について 

 ア これに対して原告は，被告各商品のＰＴＰシートにおける「ピタバ」の

文字の表示態様からすると，患者を含む取引者・需要者は「ピタバ」の文

字部分（被告各標章）を独立して一つの標章と認識するのであって，被告

各標章は自他商品識別機能及び出所表示機能を果たしていると主張する。 

しかし，錠剤収容部分に錠剤の有効成分や含量をどのように表示するか

は，錠剤収容部分のスペースや錠剤の収容位置といった制約を前提にして

適宜選択されるべき事項であると考えられる。被告各商品のＰＴＰシート

において「ピタバ」がその余の部分と別の段に分けて，かつ大きく特徴的

な字体で表示されているのは，前記のとおり，医療事故防止の観点から有

効成分を容易に認識できるようにするために，略称である「ピタバ」を大

きくかつ特徴的な字体で表示したものであり，また，「スタチンＣａ」の

文字部分が小さく，かつ細く右寄りに表示されているのは，収容された錠

剤とできる限り重ならないように上記態様で表示したものであると認めら

れる。 

  さらにいえば，被告各商品は処方せん医薬品に指定されており，原則と

して医師等からの処方せんなしに購入することができないから，患者が自
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らＰＴＰシートの表示に基づいてその出所を識別して薬剤の処方を受け

ることは一般的ではないと考えられる。また，患者が処方される薬剤を選

択する場面は，主に，保険薬局において薬品を調剤する際に処方せんに記

載されている先発医薬品に代えて後発医薬品を調剤するか否かといった

場合や，効き目や副作用の点から薬の変更や新しい薬の処方を依頼すると

いった場合であり，そのような場合に患者がＰＴＰシートの表示に基づい

てその出所を識別して薬剤の処方を受けることはほとんどないと考えら

れる。 

加えて，前記認定の事実によれば，被告各商品は慢性疾患に対する医薬

品であり，患者が毎日，長期間にわたって，定常的に服用するものである

ことから，患者に対して，一度に１か月分以上の薬剤が処方されることが

あり，通常，耳部分がついたままのＰＴＰシートが交付されることが認め

られる。そうすると，患者は，被告各商品のＰＴＰシートに接したとき，

その耳部分に表示された「トーワ」ないし被告の社名である「東和薬品」

の文字やロゴマークによってその出所を容易に識別することができる。 

  したがって，ＰＴＰシートにおいて被告各標章は，患者との関係におい

ても自他商品識別機能を有すると認めることはできない。 

 イ 原告は，被告が「フェキソ」，「オロパタ」，「ビソプロ」，「カルベ

ジ」，「パロキセ」など，医薬の一般的名称と一部文字を共通にする複数

の商標登録出願をして，その登録を受けていることを指摘して，被告が被

告各標章を独立した標章として認識している旨主張するところ，証拠（甲

１０）によれば原告が指摘する事実を認めることができる。 

しかし，弁論の全趣旨によれば，いずれの登録商標についても，上記の

ような登録商標を有する先発医薬品の販売会社が後発医薬品の販売会社に

商標権を行使して訴訟を提起したという事実があったことから，被告も同

様に訴訟提起される事態を懸念して，防衛的観点から当該先発医薬品の販
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売会社のように出願，登録を受けたものと認められるから，上記認定事実

をもって直ちに被告が被告各標章を独立した標章として認識しているとい

うことはできない。 

   ウ よって，原告の上記主張はいずれも採用することができない。 

(4) 以上のとおりであるから，本件における被告による被告各標章ないし被告

横二段標章の表示は商標権者の登録商標を使用する権利（商標法２５条）の

侵害行為又は侵害とみなされる行為（同法３６条１項，３７条）には該当し

ない。 

２ 結論 

以上によれば，その余の争点について判断するまでもなく，原告の請求はい

ずれも理由がないから，これを棄却することとして，主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第４０部 

 

 

裁判長裁判官 
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裁判官 
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   足    立   拓    人 
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（別紙）  

被告標章目録 

＜以下略＞
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（別紙） 

商標権目録 

 

登録番号 第４９４２８３３号 

出願日 平成１７年８月３０日 

登録日 平成１８年４月７日 

登録商標 ＰＩＴＡＶＡ（標準文字） 

商品及び役務の区分 第５類 

指定商品 薬剤 
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（別紙） 

被告商品目録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        被告商品１            被告商品２ 
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被告商品３           被告商品４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被告商品５ 


